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令和２年７月１日発行

令和２年度 通常総会／通常代議員会 令和２年度 通常総会／通常代議員会　 
●❷ 建設業協会、技士会、建災防県支部建設業協会、技士会、建災防県支部
農林連合会、青年部会農林連合会、青年部会

建設業協会 建設業協会　 
●❺ 長岡氏 旭日双光章 受章長岡氏 旭日双光章 受章
会員現状調査の公表会員現状調査の公表

建災防島根県支部 建災防島根県支部　 
●❽ 特別安全衛生パトロール実施中特別安全衛生パトロール実施中
熱中症予防対策熱中症予防対策
補助金Web申請受付補助金Web申請受付
墜落・転落災害撲滅キャンペーン墜落・転落災害撲滅キャンペーン

ＤＣプラン ＤＣプラン　 
●16 マッチング拠出制度マッチング拠出制度

建退共島根県支部 建退共島根県支部　 
●12 令和元年度事業報告令和元年度事業報告
電子申請方式について電子申請方式について
外国人労働者向けパンフレットについて外国人労働者向けパンフレットについて●❻委員会（令和元年度報告） 委員会（令和元年度報告）　 
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令和２年度　通常総会 令和２年度　通常総会 
中筋会長を中筋会長を
再任再任

▷会長
　中筋　豊通（出雲地区協会長）
▷副会長
　室谷　卓治（浜田地区協会長） 
　植田　耕志（雲南地区協会長・新）
　平塚　智朗（松江地区協会長・新）  
▷専務理事
　見継　敏博

令和２・３年度　新役員

　岩﨑　哲也（出雲・新）
　栂野　直宏（出雲・新）
　黒田　突義（大田）
　浜　　愼一（邑智） 
　今井　久師（浜田・新）　
　宮地　正浩（益田） 
　三浦　　浩 （鹿足） 
　金田　隆徳（隠岐・新）
▷監事
　永島　隆哉（安来・新） 
　漆谷　　傅（邑智）
　小谷　良司（大田・新）

▷理事
　中田　孝幸（安来地区協会長） 
　佐藤　和彦（仁多地区協会長）
　堀　　博彦（大田地区協会長） 
　上原　謙二 （邑智地区協会長） 
　森本　恭史（益田地区協会長）
　中谷　保宣（鹿足地区協会長） 
　徳畑　信夫（隠岐地区協会長） 
　金津　式彦（松江）
　古藤　年雄（松江） 
　松原　一夫（安来）
　都間　正隆（雲南） 
　大谷　誠二（仁多） 

　県建設業協会は、令和元年度決算および令和２年度
事業計画・予算等の定時総会の議案について書面決議
した。任期満了に伴う役員改選で、中筋豊通会長（出
雲地区協会長）を再任し、新役員と協議員を選任した。

【第２条】役員
　宮地　正浩（日新建設・益田）
　陶山　義久（陶山建設・雲南）
　安部　正教（安部建設・仁多）
　蔦川　正夫（蔦川土木・仁多）
　内藤　和雄（内藤組・出雲）
　室谷　卓治（江津土建・浜田）　

【第２条】協会職員
　松浦　孝吉（松江）
　清山　敦子（安来）
【第４条】企業
　コタニ（松江）
　新井建設（出雲）
　石見銀山建設（大田）

　増田住建（邑智）
　タキモト建設（隠岐）
【第５条】個人
　桑垣　満男（真幸土木・松江）
　長尾　　勉（伯水工務店・安来）
　白根　雄二（横田建設・仁多）
　中尾　一男（内藤組・出雲）
　杉岡　拡之（神崎建設・邑智）
　加藤　雅行（永井建設・浜田）
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/ 通常代議員会/ 通常代議員会
原会長を
再任

中筋会長を
再任

▷会長　
　原　　　諭（浜田支部）
▷副会長　
　福井　竜夫（邑智支部）
　田中　孝仁（安来支部）
　栂野　直宏（出雲支部）
　川本　文之（松江支部・新）
▷専務理事
　見継　敏博

▷支部長
　中筋　豊通（出雲分会長）
▷副支部長
　室谷　卓治（浜田分会長）
　植田　耕志（雲南分会長）
　平塚　智朗（松江分会長・新）

令和２・３年度　新役員

令和２・３年度　新役員

　今井　久晴（浜田支部）
　森本　恭史（益田支部）
　高橋　宏聡（益田支部）
　堀　　邦至（鹿足支部）
　三浦　　浩（鹿足支部）
　竹田　栄人（隠岐支部・新）
　金田　隆徳（隠岐支部）
▷監事
　内藤　　忠（松江支部）
　毛利　栄就（浜田支部）

　中谷　保宣（鹿足分会長）
　徳畑　信夫（隠岐分会長・新）
▷監事
　永島　隆哉（安来）
　漆谷　傳（邑智・新）
　小谷　良司（大田・新）

▷理事
　吉岡　直樹（松江支部）
　平井　　徹（安来支部）
　後藤　幹司（雲南支部・新）
　渡部　伸二（雲南支部）
　大谷　誠二（仁多支部）
　内田　政己（仁多支部）
　妹尾　一臣（出雲支部・新）
　黒田　突義（大田支部）
　小谷　良司（大田支部）
　町田　公平（邑智支部）

▷理事
　中田　孝幸（安来分会長）
　佐藤　和彦（仁多分会長）
　堀　　博彦（大田分会長）
　上原　謙二（邑智分会長）
　森本　恭史（益田分会長）

　土木施工管理技士会は、令和２年度通常代議員会の議案に
ついて書面決議した。任期満了に伴う役員改選で、原諭会長
（浜田支部）を再任し、新役員を選出した。

　建災防島根県支部は、通常代議員会を書面決議し
た。任期満了に伴う役員改選で、中筋豊通会長を再任
したほか、新役員を選出した。

◆優秀技術者
　福原　弘巳（松江土建）
　高橋　且茂（足立建設）
　高橋　孝弘（雲南建設）
　山岡　広美（今岡工業）
　岡田　忠文（平成建設）
◆職員
　細田　弘一（安来支部事務局）
　秋山　宜裕（隠岐支部事務局）

　下野　正雄（サンクラフト）
　尾田　哲也（住江建設）
　平野　房夫（森下建設）
　佐々木正和（日新建設）
　福田　剛之（堀建設）
　渡邊　正敏（栗栖組）
　重栖　勝人（竹田組）
　門脇　幸浩（竹田組）

◆優秀技術者
　原田　圭志（庭の川島）
　上村　光司（テクノ工業）
　山根　俊弘（福間工務店）
　荒木　眞信（トガノ建設）
　藤原　敏彦（今岡興産）
　高野　輝久（安井組）
　原田　一博（石見銀山建設）
　森谷　菊之（須山商事）
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令和２年度　通常総会 / 通常代議員会令和２年度　通常総会 / 通常代議員会

中筋会長を中筋会長を
再任再任

新部会長に植田氏氏
　　　（サンエイト）（サンエイト）

　農林建設業協会連合会は、令和２年度通常総会の議
案について書面決議。令和元年度決算や令和２年度事
業計画予算などを承認した。任期満了に伴う役員改選
で中筋豊通会長を再任したほか、新役員を選出した。

　県建設業協会青年部会は６月
10日、通常総会を開き、任期満了
に伴う役員改選で新部会長に植田
剛士氏（サンエイト）を選任した。

▷会長
　中筋　豊通（出雲農林協会長）
▷副会長
　室谷　卓治（浜田農林協会長）
　植田　耕志（雲南農林協会長）

▷部会長
　植田　剛士（サンエイト・仁多）
▷副部会長
　波多野陽一（東幸建設・大田）
　山本　雄策（松江土建・松江）
▷運営専務
　川角　　正（川角工務店・仁多）
▷幹事長
　岡田　　誠（岡田建設・雲南）

令和２・３年度　新役員

令和２・３年度　新役員

　中谷　保宜（鹿足農林協会長）
　徳畑　信夫（隠岐農林協会長）
▷監事
　永島　隆哉（安来農林協会）
　漆谷　　傳（邑智農林協会）
　小谷　良司（大田農林協会）

　上原　圭一（上原土木・邑智）
　岡田　　誠（岡田建設・浜田）
　室谷　文続（江津土建・浜田）
　河野　一郎（浜田土建・浜田）
　寺下　　淳（寺下工務店・浜田）
　田中　雄二（住江建設・浜田）
　大畑　雅敬（大畑建設・益田）
　狩野　靖之（西行建設・益田）
　稲葉　良平（花岡組・隠岐）
▷監事
　岩﨑　利行（岩崎建設・出雲）
　足立　隼人（足立建設・安来）

▷理事
　平塚　智朗（松江農林協会長）
　中田　孝幸（安来農林協会長
　佐藤　和彦（仁多郡農林協会長）
　堀　　博彦（大田農林協会長）
　上原　謙二（邑智農林協会長）
　森本　恭史（益田農林協会長）

▷幹事
　森田　光則（モリタ工業・松江）
　田中　　豊（豊洋・松江）
　稲葉　崇文（金見工務店・松江）
　近藤　　剛（コンドウ・安来）
　正木　康文（正木建設・雲南）
　都間　清隆（都間土建・雲南）
　安部　智晃（安部建設・仁多）
　福間　　慎（福間工務店・仁多）
　森山　竜人（もりやま・出雲）
　江戸健一郎（出雲グリーン工業・出雲）
　三原　惇志（三原組・出雲）
　浜　章一郎（浜工務店・邑智）
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　このほど春の叙勲受章者が発表され、前土木施工管理技士会長の長岡秀治氏（フクダ）が、旭日双光
章を受章されました。これまで長岡氏が実践されてきたことが高く評価され今回の受章となりました。
　今年は新型コロナウイルス感染症拡大で伝達式と天皇陛下への拝謁は中止されたため、６月２日、真
田晃宏島根県土木部長より勲記と勲章が伝達されました。

会員現状調査を公表しました
　平成23年度から、業界の現状把握と今後の要望
活動や意見交換会等の協会運営のための参考資料と
することを目的に、毎年年末から年始にかけて「会
員現状調査」を実施しています。

　会員企業の皆様には、年末年始のお忙しい中、調
査にご協力を賜りまして誠にありがとうございまし
た。調査結果は、協会ホームページに掲載していま
すので、是非ともご活用ください。

長岡秀治氏 　　　　 受章氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏氏長岡秀治氏 　　　　 受章
（フクダ）

旭日双光章旭日双光章
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【土木委員会】【土木委員会】
１．土木関係の法令、制度に関する事項１．土木関係の法令、制度に関する事項
　①島根県週休２日工事の補正が反映されない工　①島根県週休２日工事の補正が反映されない工
　　種について　　種について
２．土木工事の入札及び契約に関する事項２．土木工事の入札及び契約に関する事項
　①創意工夫の評価方法について　　①創意工夫の評価方法について　
　②実際の施工手順等を考慮した適正な工期設定　②実際の施工手順等を考慮した適正な工期設定
　　について　　　　について　　
　③総合評価方式の加算点の対象となる発注機関　③総合評価方式の加算点の対象となる発注機関
　　について　　　　について　　
　④休日の安全巡視義務の明確化について　　　④休日の安全巡視義務の明確化について　　
　⑤請負金額の変更対応について　　⑤請負金額の変更対応について　
　⑥島根県建設工事低入札価格調査制度（１億円未満の総合評価）について　⑥島根県建設工事低入札価格調査制度（１億円未満の総合評価）について
　⑦変更契約について　⑦変更契約について
３．土木工事の資材、労務単価等に関する事項３．土木工事の資材、労務単価等に関する事項
　①女性職員が働く場合の快適トイレの経費について　　　①女性職員が働く場合の快適トイレの経費について　　
　②工事施工に必要な資材の積算計上について　　②工事施工に必要な資材の積算計上について　
　③仮設信号機について　　③仮設信号機について　
　④鉄筋加工品の運搬費について　　④鉄筋加工品の運搬費について　
４．土木工法技術の進歩向上並びに機械化に関する事項４．土木工法技術の進歩向上並びに機械化に関する事項
　①グラウンドアンカー工の受圧板の２次製品の使用について　①グラウンドアンカー工の受圧板の２次製品の使用について
５．その他土木に関する事項５．その他土木に関する事項
　①除雪単価について　　　①除雪単価について　　
　②除草業務委託について　　②除草業務委託について　
　③掘削（現場制約あり）の場合の法面整形について　③掘削（現場制約あり）の場合の法面整形について
　④設計変更ガイドラインの整備について　④設計変更ガイドラインの整備について

【建築委員会】【建築委員会】
１．建築関係の法令、制度に関する事項１．建築関係の法令、制度に関する事項
２．建築工事の入札及び契約に関する事項２．建築工事の入札及び契約に関する事項
　①ウィークリースタンスの取り組みについて　　　①ウィークリースタンスの取り組みについて　　
　②改築工事の工期設定について（働き方改革）　　②改築工事の工期設定について（働き方改革）　

　各委員会は、令和元年度は２回の委員会を開催し、これまで委員会にて取りまとめた様々な
事項を整理し、その内容について島根県担当者との意見交換会を行いました。

【土木・建築・労働委員会】 
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　③熱中症対策経費の計上について　　③熱中症対策経費の計上について　
　④工事関係書類の簡素化について　　④工事関係書類の簡素化について　
　⑤建築工事の入札に関する事項　⑤建築工事の入札に関する事項
　　（配置予定技術者について）　　（配置予定技術者について）
３．建築工事の資材、労務単価等に関する事項３．建築工事の資材、労務単価等に関する事項
　①諸経費の見直しについて　①諸経費の見直しについて
４．建築工法の進歩向上並びに機械化に関する事項４．建築工法の進歩向上並びに機械化に関する事項
　①部材のＰＣａ（プレキャスト）化　①部材のＰＣａ（プレキャスト）化
５．その他建築に関する事項５．その他建築に関する事項
　①工事中の各部署の担当者異動による負担増　　　①工事中の各部署の担当者異動による負担増　　
　②建設残土の処理について　②建設残土の処理について

【労働委員会】【労働委員会】
１．労働関係法令、諸制度に関する事項１．労働関係法令、諸制度に関する事項
２．人材の確保・育成に関する事項２．人材の確保・育成に関する事項
　①大学・高専・専門学校への進学の為の修学資金制度の拡充　　①大学・高専・専門学校への進学の為の修学資金制度の拡充　
　②除雪機械運転資格取得支援補助金の年齢制限について　　②除雪機械運転資格取得支援補助金の年齢制限について　
　③申請書類の簡略化について　　③申請書類の簡略化について　
　④離島における設計労務単価について　④離島における設計労務単価について
３．労働災害に関する事項３．労働災害に関する事項
４．建設労働者の福利向上に関する事項４．建設労働者の福利向上に関する事項
５．その他建設労働に関する事項５．その他建設労働に関する事項
　①ガードマンの確保について　　　①ガードマンの確保について　　
　②人材確保の為の労務単価について　　②人材確保の為の労務単価について　
　③建設業の人材確保と働き方改革について　③建設業の人材確保と働き方改革について
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仁　多 佐　藤　和　彦 内　田　政　己 勝　山　学　也 伊　藤　　　收
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実 施 中

特別安全衛生研修会・
特別安全衛生パトロールを
特別安全衛生研修会・

特別安全衛生パトロールを

島根労働局、島根県、建設業協会、建災防本部、島根県支部合同により

県内11地区にて研修・パトロールを実施中です。

11月13日にはパトロール結果報告会、安全指導者研修を開催します。

【研修内容】
◆労働災害発生状況・事故事例か
ら学ぶ安全管理

◆建設業等における管理者のため
の熱中症予防教育

【パトロール重点項目】
①３大災害の防止措置の確認

②リスクアセスメントの実施確認

③熱中症予防対策の確認
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職場における熱中症による死傷者数の推移（2010～2019年）

※（　）内の数値は死亡者数であり、死傷者数の内数である。
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　このキャンペーンは、建設業
の労働災害で最も多い「墜落・
転落災害」撲滅のため、「第８
次 労働災害防止５カ年計画」
で、新たに策定された取り組み
です。 
　例年、「墜落・転落災害」の
発生件数が多くなる９月と10
月の減少に向け、８月１日から
９月10日までを期間として実
施しています。

建設業で働く皆さん

足場で作業する時は、手すりが設置手すりが設置されているか、必ず確認必ず確認しましょう！

守ろう！

車車に乗るなら、
しっかり「シートベルト」「シートベルト」

足場足場
　　　　しっかり「手すり」「手すり」
手すりの確認
ヨシ！
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労働安全衛生規則では、足場の組立て、一部解体又は変更の後等に足場全体の点検を行う（第567条 第2
項）とともに、足場で作業を行うすべての事業者に対して、その日の作業を開始する前に、作業を行う箇所
の「足場用墜落防止設備」（手すりなど）の取り外しや脱落の有無について、必ず点検し、異常を認めたと
きは、直ちに補修をしなければならないと定めています（第567条 第1項）。

足場用墜落防止設備とは

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
期
間
中
は
、「
安
全
施
工
サ
イ

ク
ル
」
に
〈
朝
の
全
事
業
者
一
斉
足
場
点
検
〉

〈
朝
の
全
事
業
者
一
斉
足
場
点
検
〉

を
入
れ
て
、「
足
場
用
墜
落
防
止
設
備
」
に
異

常
が
あ
っ
た
時
は
、
直
ち
に
補
修
す
る
よ
う
に

徹
底
し
よ
う
！

建設業における墜落転落死亡災害月別発生状況
（過去３年の発生件数積上グラフ）
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　独立行政法人　勤労者退職金共済機構　建設業退職金共済事業本部（以下「建退共本部」という。）
においては、（1）共済契約者の事務の合理化、（2）事業主、労働者の意識の向上、（3）労働者の退
職金の充実を図るため、これまでの共済手帳に共済証紙を貼りつける掛金の納付方式に加えて、事業
主が雇用している労働者の就労日数をインターネットで建退共本部に送ることによって掛金が納めら
れる「電子申請方式」を導入することとしました。
　開始時期は令和２年度末頃を予定しています。
　また、電子申請方式のシステム開発に先行して、就労実績報告書作成ツールを提供いたします。
　「電子申請方式」は希望する事業主すべての方が導入できます。一方、現在の「共済証紙貼付方式」
につきましては、長年の実績があり、建設業界に定着していることもあり、存続することとしており
ます。

○　電子申請方式に円滑に移行できるよう試行的実施を令和２年秋ごろから半年間実施し、令和３年３月
31日までに、全面的・本格的実施することとしております。
○　電子申請方式の試行的実施
　　　建退共本部では、電子申請方式のシステム導入に万全を期すため、約半年間システムを試行的に導入
することを予定しており、試行的導入にご参加頂ける共済契約者（元請）を公募いたします。

　　　電子申請の利用申請および公募の方法につきましては、おって建退共本部HPなどを通じてお知らせ
する予定です。

電子申請方式とは

導入スケジュールは

○　共済証紙は「電子化された掛金」になります。
　　　「電子化された掛金」は、ペイジーや口座振替で購入できます。
○　掛金の納付は「就労実績報告」で行います。
　　　購入した「電子化された掛金」の個々の労働者（被共済者）の掛金への割り当ては、事業主が被共済
者の働いた日数をインターネットで建退共本部に報告いただくことで行います。

建退共島根県支部建退共島根県支部建退共島根県支部
令和元年度事業報告

電子申請方式について

・島根県支部業務状況
処理件数

新 規 加 入
（契約申込）数

新規手帳
申 込 数

手帳更新
申 請 数

退 職 金
請 求 数

加入・履行
証 明 数

平成27年度 39 925 8,084 656 774
平成28年度 41 695 8,067 762 769
平成29年度 27 661 7,904 660 751
平成30年度 26 662 7,799 633 749
令和元年度 32 779 8,124 641 729

現況
共 済 契 約 者
（加入事業所）数

被 共 済 者
（労働者）数

平成28年３月末 1,302 28,666
平成29年３月末 1,290 20,724
平成30年３月末 1,265 20,274
平成31年３月末 1,254 19,947
令和２年３月末 1,249 19,716
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○　下請事業主が元請事業主に建退共証紙を請求する様式が元請事業主により異なっており、事務が大変煩
雑となっていたため、様式を定め下請事業主が元請事業主に建退共証紙を請求する様式を統一することと
いたしました。

 就労実績報告書作成ツールとは

　　　掛金が納められた都度、被共済者の掛金の納付状況を記載した「掛金充当書」を建退共本部から発行
します。

○　電子申請方式と証紙貼付方式で納めた掛金を合わせて退職金をお支払いします。
　　　共済証紙で納められた掛金と電子申請で納められた掛金を合算して退職金をお支払いしますので、今
までどおり勤め先を変わっても退職金額に影響はございません。

○　共済証紙の受け渡しや、共済手帳に貼付する必要がなくなりますので、事務の合理化が図れます。ま
た、建設キャリアアップシステムを活用することで更に手続きの簡素化が期待できます。
○　電子申請方式の導入にあわせて、事業主が建退共本部のウェブサイト上で掛金の納付状況を確認でき
る、あるいは、労働者の方々が建退共本部から送られてくる通知によって掛金の積立状況を確認できるよ
うにしたいと考えています。

 電子申請方式の特徴は
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○　統一様式を自動作成する就労実績報告書作成ツール（以下「ツール」という。）を作成し、令和元年７
月31日より無償で配布することといたしました。
○　これにより共済契約者の事務の簡素化が図られ、共済証紙の受渡しが円滑に行われることとなります。
○　電子申請方式では、ツールの様式が建退共本部に対する就労実績報告の様式として使用されることとな
ります。
○　ツールには、元請事業者用、下請事業者用メニューがあり、会社情報、被共済者情報、工事情報などを
登録し、被共済者の就労実績を入力します。

○　ツールにおいて、「被共済者就労状況報告書（日別報告様式）」（建退共事務受託様式５号）を入力する
と「被共済者就労状況報告書（月別報告様式）」（建退共事務受託様式４号）は、自動作成されます。
○　ツールは、建退共本部HPからダウンロードしてご利用下さい。
○　建設キャリアアップシステム（CCUS）のデータを取り込んで「被共済者就労状況報告書（日別報告
様式）」（建退共事務受託様式５号）を作成する連携機能について、今後開発予定です。
○　ツールの使用方法等の問い合わせ窓口として、専用のヘルプデスクを設置しております。
　　（フリーダイヤル　0120－006－175）
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　建設業においては、出入国管理及び難民認定法の改正に伴い、新たな外国人材受入れのた
めの在留資格が創設され、今後５年間で最大４万人規模の外国人労働者の増加が見込まれて
おります。
　このため、独立行政法人 勤労者退職金共済機構 建設業退職金共済事業本部（以下「建退
共本部」という。）においては、外国人労働者向けのパンフレットを作成し、建設現場で働
く外国人労働者の退職金制度への加入を図り、建設業界における優秀な人材確保・人材育成
に寄与することとしております。

○　外国人労働者向けパンフレットは、英語、中国
語、ベトナム語、フィリピン（タガログ）語の４ヶ
国語版を作成しました。

○　外国人労働者向けパンフレットは、建退共本部HP
からダウンロードしてご利用下さい。
○　説明会など、パンフレットが必要な場合は、本部ま
たは最寄りの建退共支部へご相談下さい。

　建退共本部が実施している退職金制度には、日本国内で建設業を営む事業者であれば、外国法人も加入す
ることができます。また、建設業を営む事業主に雇用されている労働者で、建設業の現場で働いている者で
あれば、国籍を問わず、加入できます。

日本語以外は

必要な場合は

制度の対象者は

外国人労働者向けパンフレットについて
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Ｄ Ｃ プ ラ ンＤ Ｃ プ ラ ンＤ Ｃ プ ラ ン
マッチング拠出制度について
　平成17年３月にスタートした島根県建設業協会の確定拠出年金制度（島根県建設業ＤＣプラン企業型年金規
約）は、現在15年が経過し、加入事業所が95社、加入者が約2,000人の規模となっているところですが、こ
の確定拠出年金制度において、年金確保支援法（平成23年８月交付）の制定により、大幅な改正が行われました。
　その中でも、改正の目玉である「従業員拠出（マッチング拠出）の解禁」について平成24年度から対応を始
めています。

・島根県建設業ＤＣプランをはじめとする確定拠出年
金（企業型）では、掛金は全額事業主が負担するこ
ととされてきました。加入者（従業員）はこれを運
用して60歳以降の年金原資としています。

・法改正により加入者（従業員）が自己負担で掛金の
上乗せ（マッチング拠出）が認められるようにな
り、島根県建設業ＤＣプランでもマッチング拠出の
取扱を開始しました。

　マッチング拠出制度は、加入者（従業員）にとって税制優遇等メリットも大きく、加入各社においても検 
討・制度導入が進められています。（制度導入済21社）

マッチング拠出による加入者掛金は全額非課税となります。
運用時・給付時の課税はマッチング拠出による上乗せ分も含めて従来どおりの優遇措置があります。

拠出時
事業主掛金 全額損金算入、かつ給与所得とみなされない
加入者掛金 全額所得控除（小規模企業共済等掛金控除適用）

運用時 運用益非課税
年金資産に特別法人税・特別住民税課税（平成11年４月から凍結中）

給付時

給付の種類によって課税
　　■老齢給付金：年　金…雑所得（公的年金等控除適用）
　　　　　　　　　一時金…退職所得（退職所得控除適用）*
　　■障害給付金：年金・一時金とも所得税・住民税非課税
　　■死亡一時金：「みなし相続財産」として相続税課税
　　　　　　　　　（法定相続人１人当たり500万円まで非課税）
　　■脱退一時金：一時所得として所得税・住民税課税

（参考）確定拠出年金の税制
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　建設共済保険は、建設業を対象にした法定外労災補償制度の創設を望む建設業界の声を受け、昭和45年に全国建設業協会と建設
業福祉共済団が特約を結び、建設省（現：国土交通省）及び労働省（現：厚生労働省）の認可を受けてわが国で初めて創設された制度です。
　運営団体の建設業福祉共済団は平成25年度に公益認定を取得し、公益財団法人としてより一層の労働者の福祉の向上や建設業の
更なる発展等を目指し運営しています。また、当共済団は、各都道府県建設業協会の賛助会員であり、事務委託契約を結んで建設共
済保険の普及促進を行っています。

労災保険法に定める業務上または通勤途上の災害により、死亡、障害の１級から７級、または傷病の１級から３級に該当した場合です。

◆詳しい情報、掛金試算などのお問い合わせは
公益財団法人 建設業福祉共済団
Tel 03－3591－8451
URL : http : //www.kyousaidan.or.jp/

取扱機関
一般社団法人 島根県建設業協会
Tel 0852－21－9004

法定外労災
補償制度

（年間完成工事高契約）

建設共済保険は労働者と
企業のリスクをカバーします！
建設共済保険は労働者と
企業のリスクをカバーします！

◆建設共済保険は、建設業界の声を受けて生まれた制度です。◆建設共済保険は、建設業界の声を受けて生まれた制度です。

国土交通大臣または都道府県知事の建設業許可を取得している建設業者であれば加入いただけます。

保険契約者が施工する元請・下請工事現場に就労する、自社および下請会社に雇用される労働者（アルバイト等を含みます。）を無
記名で補償します。
　※保険契約者である事業主（労災保険の特別加入をすることができる方（従業員300人以下の場合））も補償対象となります。
　※役員、事務職員等の方は追加加入いただけます。詳しくはお問い合わせください。

【建設共済保険の特長】
①建設業における自主的な共済保険で掛金が安い

②災害発生時に企業が負担する諸費用も補償

③同一事故で多数被災した場合でも補償額の上限なし

④元請・下請を問わず無記名で補償

⑤代表者（保険契約者）も補償（従業員300人以下の場合）

⑥経営事項審査において15点の加点

【年間掛金の目安】
保険金区分合計 1,000万円 
（被災者補償保険金  500万円） 
（諸費用補償保険金  500万円） の場合

完工高 土木一式工事 建築一式工事
1億円 33,440円 12,760円
2億円 57,760円 22,040円
5億円 121,600円 46,400円
10億円 197,600円 75,400円
50億円 760,000円 290,000円

保険金区分合計を2,000万円、3,000万円、4,000万円とする
場合は、それぞれ上記掛金の2倍、3倍、4倍となります。

◆「建設共済保険」の他にも次のような事業を行っています。

［育英奨学事業］
被災者（死亡および障害・傷病３級以上）の子供に対して、要保育期間
および 小学校から大学までの在学期間中、返済不要の奨学金を継続し
て給付します。

［労働安全衛生推進事業］
●安全衛生用品の頒布
●女性専用トイレ導入費用に対する助成
●安全衛生推進者表彰  等

【企業が負担する諸費用の補償】
慰謝料、原因調査費、訴訟関係費、安全教育費
現場停止・指名停止期間の人件費　　　　　等
（入院・通院、休業補償、葬祭料等、被災者への追加補
償に充てていただくこともできます。）

【企業が負担する諸費用の補償】

【被災者の上乗せ補償】
死亡、障害１～７級、傷病１～３級

【被災者の補償】
死亡、障害１～１４級、傷病１～３級
療養（入院、通院）、休業補償、葬祭料　　等



完成工事高契約会員加入状況完成工事高契約会員加入状況 令和2年5月31日現在令和2年5月31日現在

地区 加入企業
（会員）

会員
加入率（％） 地区

加入企業
（会員）

会員
加入率（％）

松江 49 75.4 邑智 34 89.5
安来 19 100.0 浜田 20 34.5
雲南 37 94.9 益田 10 40.0
仁多 13 100.0 鹿足 20 95.2
出雲 48 66.7 隠岐 16 53.3
大田 10 30.3 合計 276 66.8


